
平成２４年度 第２回 鶴岡地域審議会 
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      日 時  平成２４年８月６日（月） 

        午後１時３０分～ 

      場 所  市役所３階 議会委員会室 

  

１ 開  会  

 

２ あいさつ 

 

３ 委員紹介  

 

４ 会長・副会長の選出  

  

５ 報  告  

（１）学校適正配置について  

 

６ 協  議 

（１）地域審議会協議テーマについて  

（２）その他 

 

７ そ の 他  

 

８ 閉  会  
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地域審議会について

地域審議会は、旧市町村合併特例法第5条の4の規定に基づき、新鶴岡市が処理

する旧市町村の区域に係る事務に関し市長の諮問に応じて審議などを行うために、旧

市町村ごとに設置するものであります。

なお、同条では、地域審議会を組織する構成員の定数、任期などについては、合併

関係市町村の協議により定めることとされており、新鶴同市については、次のように協議

して定められたところです。

1所掌事務

（1）地域審議会は、合併に係る次の事項について、市長の諮問に応じて審議・答申する。

・新市建設計画の変更に関する事項

・新市建設計画の執行状況に関する事項

・その他市長が必要と認める事項

（2）必要と認める事項について、市長に意見を述べることができる。

2　組　織

（1）平成27年3月31日までの期間、旧市町村の区域を単位として設置いたします。

（2）地域審議会は、その区域に住所を有する20人以内の委員で組織され」委員は、

（ア）公共的団体等を代表する者

（イ）学識経験者

の区分のうちから市長が任命し、委員の任期は2年間となっております。

公共的団体等を代表する者については、

（1）自治組織　　　　　（2）農林漁業団体　　（3）商工観光団体

（4）福祉、医療団体　　（5）学校教育関係団体（6）社会教育関係団体

（7）老人、婦人、青年団体（8）防災組織　　　　　（9）NPO法人等

など、各地域における地域社会活動、経済、産業活動等の代表等、各界各層の代

：表者から就任いただき、幅広く地域課題の的確な把握や意見を聴くことができるよう、

：委員を選定いたしました。

3　会　議

地域審議会は、年数回程度開催することといたします。

会議は、会長が召集し、原則公開とします。
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平成17年10月1日から鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引

町、同郡朝日村及び西田川郡温海町を廃し、その区域をもって新たに鶴岡

市を設置することに伴い、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法

律第6号）第5条の4第1項の規定に基づく地域審議会の設置を、次のと

おり（鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝日村、

西田川郡温海町）と協議して定めた。

鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、＿同郡朝

日村及び西田川郡温海町の廃置分合に伴う地域審議会の設置

に関する協議書

平成17年10月1日から鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引

町、同郡朝日村及び西田川郡温海町を廃し、その区域をもって新たに鶴岡

市を設置することに伴い、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法

律第6号。以下「合併特例法」という。）第5条の4第1項の規定に基づ

く地域審議会の設置について、同条第2項の規定により下記のとおり定め

るものとする。

記

（設置）

第1条　合併特例法第5条の4第1項の規定により、次の各号に掲げる区

域を対象にして、当該各号に定める地域審議会（以下「審議会」という。）

を置く。

（1）合併前の鶴岡市の区域　鶴岡地域審議会

（2）合併前の東田川郡藤島町の区域　藤島地域審議会

（3）合併前の東田川郡羽等町の区域　羽黒地域審議会

（4）合併前の東田川郡櫛引町の区域　櫛引地域審議会

（5）合併前の東由川郡朝日村の区域　朝日地域審議会

（6）合併前の西田川郡温海町の区域　温海地域審議会

（設置期間）

第2条　審議会の設置期間は、平成17年10月1日から平成27年3月31日ま

でとする。
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（所掌事務）

第3条　審議会は、合併に係る次に掲げる事項について、市長の諮問に応

じて審議し、答申するものとする。

（1）　新市建設計画の変更に関する事項

（2）　新市建設計画の執行状況に・関する事項

（3）　その他市長が必要と認める事項

2　審議会は、必要と認める事項について、市長に意見を述べることがで

きる。

（組織）

第4条　審議会は、第1条の区域（以下「区域」という。）ごとに委員20

人以内で組織する。

2　委員は、区域に住所を有する者で次の各号に掲げるもののうちから、

市長が任命する。

（1）　公共的団体等を代表する者

（2）　学識経験者

（任期及び失職）

第5条　委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合における

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

2　委員の再任は、妨げないものとする。

3　委員は、区政に住所を有しなくなったときは、その職を失う。

（会長及び副会長）

第6条　審議会に会長及び副会長1人を置き、委員の互選によって定め

る。

2　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

3　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。

（会議）

第7条　審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。

2　会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

3　会議の議長は、会長が務める。

4　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の
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決するところによる。

5　会議は、必要に応じ、委員以外の者を会議に出席させ、意見を求める

ことができる。

6　会議は、公開とする。ただし、議長が必要と認めるときは、会議に諮

った上公開しないことができる。・

（庶務）

第8条　審議会の庶務は、新たに設置される鶴岡市の区域ごとの担当部署

において処理する。

（委任）

第9条　この協議に定めるもののほか、審議会の運営に閑し必要な事項

は、市長が別に定める。

附　則

この協議は、平成17年10月1日から施行する。



学校適正配置について

地域審議会資料

平成２４年８月

鶴岡市教育委員会

管理課 学区再編対策室
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学校適正配置の取組み状況と今後の進め方について 
                         

                   

 

 

  

 

平成２２年８月     鶴岡市学校適正配置検討委員会を設置 

             ◇学校配置の適正化及びその実施に必要な事項に関する検討・提言 

 平成２３年５月     「鶴岡市における適正な小中学校の学区に関する提言について」の最終報告 

      ５月    『鶴岡市学校適正配置基本計画』を策定 

      ６月～   学校適正配置地域説明会および個別説明会を開催 

             ◇全市を対象に各地域（全中学校区）で開催 

             ◇検討対象の小学校区（１４校）で開催 

     １１月～   学校適正配置地域検討委員会を設置 

             ◇検討対象地域（８中学校区）において、地域検討委員会を開催 

             ◇検討対象小学校区への懇談会の設置・付託を承認 

 平成２４年１月～   懇談会の開催  

             ※地域事情、年代等によっても考え方に差異 

             ※学校が無くなることによる地域活力低下への不安 等 

      ７月    第２回地域検討委員会の開催 

 

 

 

 

 

 ○ 平成２８年度開校に向けた標準的なスケジュール（想定） 

  ・～平成２６年３月  懇談会、地域検討委員会、説明会等の開催による協議 

             懇談会での合意 → 地域検討委員会での合意 

                      （※H27.4 統合の場合は、H25.9 まで地域合意） 

  ・ 平成２６年４月～ 統合準備委員会による協議（２年） 

             統合準備事業（１年～２年） 

  ・ 平成２７年４月  統合校開校 

  ・ 平成２８年４月  統合校開校 

 

 ● 平成２６年４月の開校を想定した場合の主な流れ 

  ・ 平成２４年 ９月頃までに「統合合意」の決定 

         １０月～ 学校再編計画の策定（統合対象校、統合時期、位置 等） 

              平成２５年度カリキュラム、事業計画策定 

         １２月～ 学校再編実施計画の策定（実施スケジュール、校名、校歌、校章 等） 

              統合準備委員会発足（専門部会を構成して協議） 

               例：総務、学校教育、ＰＴＡ、教育後援会、同窓会部会 など 

  ・ 平成２５年 ４月～ 統合準備事業 

              閉校記念事業実行委員会発足 等 

              入学案内、新入学説明会、閉校記念事業、引越し など 

  ・ 平成２６年 ４月  統合校開校 

学校適正配置のこれまでの取組み 

これからの検討の流れ 
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●鶴岡市学校適正配置基本計画の概要 

 適正配置の 

 目指すもの 

 

 

 

 望ましい 

 学校規模 

 

 

 

 検討体制 

 

 

 

 配慮事項  

 

 

 

 学区再編の方法   学校の統合による 

 再編を行う範囲   合併旧市町村のエリア内で、中学校区単位とする 

 目標年次      平成 28 年４月までの開校を目標。ただし合意が得られた学区は 

            可能な限り早期に実施する 

 検討対象校と学区   平成 28 年までに複式学級の編制が想定される１4 の小学校（８中学校  

            区）※下図 
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 ■小学校の学校規模は６学級～２４学級とする 
 中学校の学校規模は３学級～１８学級とする 

 ■１学級あたり１５人～２０人以上を確保できる規模を目指す 
 ■複式学級の解消に努める 

豊浦中学校

三瀬小（74） 

小堅小（29） 

由良小（48） 

藤島中学校区 

藤島小（336） 

東栄小（109） 

長沼小（42） 

渡前小（115） 

朝日中学校区 

朝日大泉小（13） 

朝日小（155） 

大網小（15）  

温海中学校区 

温海小（157） 

五十川小（31） 

鼠ヶ関小（117） 

福栄小（37）  

山戸小（19） 

・カッコ内の数値は H24 全校児童数 

・太字の学校は複式学級のある学校. 

第四中学校区 

湯田川小（40） 

大泉小（99）  

朝暘三小（641） 

朝暘四小（504） 

田川小（48）  

 ■子どもにとって望ましい教育環境の整備を目的とするものであること 
 ■市内全ての子どもが公平で適正な教育環境を保障されること 
 ■個に応じた指導が大切にされ、適正な規模の集団の中で学び合い、 

 切磋琢磨して逞しい心が養えること 

羽黒中学校区 

羽黒一小（61） 

羽黒二小（163） 

羽黒四小（22） 

羽黒三小（192） 

第二中学校区 

栄 小（42）  

朝暘三小(641) 

朝暘五小（414） 

京田小（87）  

第五中学校区 

加茂小（55） 

湯野浜小（122） 

大山小（355） 

西郷小（130） 

 ■計画期間は平成２３年度～２７年度の５年間 

  ■検討対象地域ごとに地域検討委員会を設置(懇談会・小委員会を含む) 

 ■統合校同士での調整課題は統合準備委員会で検討 

 ■本計画の基準や目標は目安 

  ■児童数の動向、社会情勢の変化などに即し、計画の見直しも 

 ■子どもたちへの心のケア、通学対策を適切に講じる 

 ■施設跡地については、地域の活性化に望ましい活用策を検討 
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■小学校　児童数と学級数の推移(通常学級) 【H24.4.1現在】

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数

朝 暘 一 小 610 21 570 20 571 20 577 20 567 19 522 18 510 18

朝 暘 二 小 453 18 440 18 420 18 410 17 402 16 400 16 392 15

朝 暘 三 小 641 23 647 23 641 23 661 23 677 24 686 24 684 24

朝 暘 四 小 504 18 511 18 511 18 491 18 474 17 470 17 446 16

朝 暘 五 小 414 15 407 15 389 14 388 14 398 15 404 16 407 16

朝 暘 六 小 805 27 807 27 797 26 742 25 721 25 721 25 700 25

斎 小 102 6 103 6 100 6 106 6 113 6 114 6 121 6

黄 金 小 88 6 82 6 87 6 87 6 90 6 96 6 98 6

湯 田 川 小 40 5 37 4 31 3 31 4 29 4 34 4 32 4

大 泉 小 99 6 99 6 103 6 101 6 108 6 110 6 111 6

京 田 小 87 6 92 6 84 6 86 6 93 6 98 6 99 6

栄 小 42 5 39 4 34 4 31 4 35 4 36 4 38 4

田 川 小 48 4 48 5 48 5 40 4 43 4 44 4 44 4

上 郷 小 118 6 107 6 100 6 103 6 103 6 96 6 94 6

三 瀬 小 74 6 71 6 73 6 67 6 59 6 53 5 47 5

小 堅 小 29 4 30 3 27 4 31 4 32 4 30 4 33 4

由 良 小 48 4 45 5 44 4 39 4 34 4 34 4 36 4

加 茂 小 55 5 56 4 55 4 52 5 50 5 49 5 53 5

湯 野 浜 小 122 6 118 6 105 6 98 6 99 6 99 6 102 6

大 山 小 355 13 339 13 332 13 330 13 307 12 308 12 289 12

西 郷 小 130 6 134 6 121 6 121 6 115 6 110 6 110 6

藤 島 小 336 14 320 13 293 12 295 12 306 12 295 12 277 11

東 栄 小 109 6 118 6 108 6 98 6 89 6 90 6 78 6

長 沼 小 42 4 40 4 44 4 43 4 41 4 45 5 42 4

渡 前 小 115 6 115 6 125 6 122 6 108 6 102 6 93 6

羽黒第一小 61 5 54 5 56 5 47 4 41 4 51 4 47 4

羽黒第二小 163 6 163 6 165 6 160 6 160 6 155 6 165 6

羽黒第三小 192 6 185 6 193 6 184 6 184 6 181 6 178 6

羽黒第四小 22 3 24 3 27 4 23 3 23 3 23 4 25 3

櫛 引 東 小 99 6 101 6 90 6 81 6 78 6 80 6 86 6

櫛 引 西 小 194 7 192 7 178 6 173 6 176 6 171 6 160 6

櫛 引 南 小 88 6 92 6 85 6 88 6 78 6 76 6 80 6

朝日大泉小 13 3 17 3 16 3 15 3 13 3 16 3 18 3

朝 日 小 155 6 146 6 156 6 152 6 151 6 145 6 137 6

大 網 小 15 3 12 3 13 3 15 3 16 3 16 3 16 3

温 海 小 157 6 148 6 141 6 138 6 127 6 124 6 119 6

五 十 川 小 31 4 32 4 38 4 41 4 39 4 36 4 39 4

鼠 ヶ 関 小 117 6 104 6 92 6 81 6 66 6 59 5 56 5

福 栄 小 37 4 41 4 40 4 40 4 41 4 41 4 43 4

山 戸 小 19 3 16 3 20 4 22 4 22 3 21 3 23 3

合計 6,829 314 6,702 310 6,553 307 6,410 304 6,308 301 6,241 301 6,128 296

(網掛け部分)

※24年度は、実際の学級編制による人数(=学級編制表24.3.30)で、特別支援児童は含まない。

※25～29年度は、１年次が 「小学校区別・年齢別集計(24.4.1)」の数値、２年次以降は前年度よりそのまま

　 進級するものとして算出。

※30年度は、全学年「小学校区別・年齢別集計(24.4.1)」の数値より算出。

H30H24 H25 H26

は検討対象校

H27 H28 H29

　　　　　　３




